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Annex 3-1 

要請施設 

 

施設名 棟名　棟数 室名　室数 優先順位

教室棟×４棟 教室棟：一般教室3室 A

実験室棟×１棟 実験室棟：実験室2室、準備室2室 A

図書館棟×１棟 図書館棟：読書室、書庫、コンピューター室、待

合室、診察室、静養室、便所2室

A

便所棟×２棟 A-1タイプ（男子用4､女子用4）×2棟 A

学務用施設 管理棟×１棟 管理棟：校長室、教務主任室、秘書室、資料室、
教材作成室、教員室、教材庫、学監室、会計室、
教員用便所2室

A

校長住居 リビングダイニング、寝室4室、台所、便所2室 A

教務主任住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室 A

学監住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室 A

会計住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室 B

守衛住居 リビングダイニング、寝室2室、台所、便所2室 B

学生寮-タイプA×2棟 学生寮-タイプA：寮室4室 A

学生寮-タイプB×4棟 学生寮-タイプB：寮室3室、シャワー室 A

学生寮-タイプC×１
棟

学生寮-タイプC：寮室3室 A

学生寮-タイプD×１
棟

学生寮-タイプD：寮室3室、寮監室 A

多目的ホール棟×１
棟

多目的ホール棟：多目的ホール（食堂、談話室、
講堂）、配膳室、食品庫、倉庫、厨房

A

A-2タイプ（男子用2、女子用2）×1棟 A

Bタイプ（男子用8、女子用8） A

機械室棟×１棟 発電機室、電気室、ポンプ室、受水層 B

教育施設

生活施設

便所棟×３棟
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Annex 3-2 

要請家具・備品 

 

棟名 室名 名称　（数量） 優先順位

教室棟 教室 生徒用一体型机・椅子（300）教師用鋼製机（12）、教師用椅
子（12）、フリップチャート(12) A

実験室 スツール(52)

準備室 事務用机（2）椅子(2)、鋼製キャビネット(6)

読書室 スタッキングチェア（52）、椅子(1)、パイプ椅子(4)、読書
室用テーブル(8)、本棚(20)、マガジンラック(2)、図書用ワ
ゴン(1)、木製キャビネット(1)

書庫 本棚（10）

コンピューター室 コンピューター用机（20）、椅子(22)、作業テーブル(2)

診察室 椅子(1)、スツール(2)、ステンレスワゴン(1)、診察台(1)、
鋼製キャビネット(2)、ついたて(1)、事務用机(1)

静養室 シングルベット（3）

待合 待合ベンチ(3)

多目的ホール スタッキングチェア（100）多目的テーブル（50）

倉庫 スタッキングチェア（100）

校長室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(4)、木製キャビネット
(1)

秘書室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(4)、木製キャビネット
(1)教務主任室 事務用机(1)、椅子(1) パイプ椅子(4) 木製キャビネット(1)

教材作成室 作業テーブル(2)、スツール(8)

教材庫 鋼製キャビネット(2)

教員室 教師用鋼製机（12）椅子(24) 教員室用ロッカー(2)、フリッ
プチャート(1)、鋼製キャビネット(1)

学監室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(2)、木製キャビネット
(1)会計室 事務用机(1)、椅子(1) 、パイプ椅子(2)、スツール(1)、木製
キャビネット(1)

資料室 本棚(6)

寮室 2段ベッド（104）

寮監室 事務用机(1)、椅子(1)、シングルベッド(1)
A

A

A

A

A

実験室棟

図書館棟

学生寮

多目的ホール棟

管理棟
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Annex 3-3 

要請機材 

 

機材 機材名 数量 優先順位

N1 ルーペ（小） 5 B

N2 ルーペ（大） 5 B

N3 解剖皿 5 A

N4 解剖セット 5 A

N5 人体胴体モデル 1 A

N6 人体骨格モデル 1 A

N7 脳モデル 1 A

N8 光学顕微鏡 5 B

N9 スライドガラス 1 B

N10 カバーガラス 1 B

N11 スライドガラスケース 1 B

N12 岩石標本 1 B

N13 CD教材 1 A

M1 アルキメデスの原理実験器 5 A

M2 ガラス管式圧力計 5 A

M3 連通管 5 B

M4 排気鐘 5 B

M5 密度比重計 5 A

M6 熱膨張実験器 5 A

M7 上皿てんびん 5 B

M8 分銅セット 5 B

M9 おもりセット（フック付） 5 B

M10 ばねはかり（５N） 5 A

M11 ばねはかり（10N） 5 A

M12 滑車演示セット 1 A

M14 熱伝導比較装置 1 A

M16 デモンストレーション用温度計 5 A

M17 棒温度計 5 B

M18 静電気実験セット 5 B

M19 方位磁石セット 5 A

M20 すべり抵抗器 5 B

M21 遠心分離器 5 A

M23 オシロスコープ 5 A

M24 デジタル圧力計 5 A

M25 電流電圧計 5 A

M26 電気回路実習盤 5 A

M27 音波実験用発振・増幅器 5 A

M28 分子模型 5 A

M29 元素周期表 1 A

M30 PHメーター 5 A

(1) 自然科学用実験機材 

(2) 物理化学用実験機材
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G1 容量測定器具 7 B

G2 地球儀 7 B

G3 壁掛け式地図（マリ） 1 B

G4 壁掛け式地図（アフリカ） 1 B

G5 壁掛け式地図（世界地図） 1 B

G6 理科用掛図 1 A

G7 水平儀 7 B

G8 方位磁石 7 B

G9 温度計 7 B

G10 測量チェーン 7 B

G11 上皿てんびん 7 B

G12 分銅セット 7 B

C1 学務用パーソナルコンピューターセット 5 A

C2 電圧安定器（小） 5 A

C3 プリンター 5 A

C4 LAN用接続機材 1 A

C11 研修・自習用パーソナルコンピューターセット 20 A

C12 図書室用パーソナルコンピューターセット 1 A

C13 LAN用サーバーおよび接続機材 1 A

C14 電圧安定器（小） 1 A

C15 電圧安定器（大） 1 A

C16 プリンター 2 A

C17 スキャナー 1 A

AV1 ビデオプロジェクター機材一式 3 A

P1 モノクロコピー機 2 A

P2 モノクロコピー機（教材作成室用） 1 A

P3 多孔型製本機 2 A

コンピューター機材

視聴覚教材

印刷・教材作成機材

基礎教材
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Annex 4 

無償資金協力制度（コミュニティ開発支援無償） 
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Annex 5 

両国政府によって取られる措置 

 

No. Items

To be

covered by

Grant Aid

To be covered

by Recipient

Side

1 To secure land ●

2 To clear level and reclaim the site when needed ●

3 To construct gates and fences in and around the site ●

4 To construct the Parking lot  ●

5 To construct roads

1)  Within the site 　 ●

2) Outside the site ●

6 To construct the building ●

7 To provide facilities for the distribution of electricity, water supply, drainage and other incidental facilities

1) Electricity

a. The distributing line to the site ●

b. The drop wiring and internal wiring within the site ●

c. The main circuit breaker and transformer ●

2) Water Supply

a. The city water distribution main to the site ●

b. The supply system within the site (receiving and elevated tanks) ●

3) Drainage

a. The city drainage main (for storm sewer and others to the site) ●

b. The drainage system (for toilet sewer, ordinary waste, storm drainage and others) within the site ● ●

4) Gas Supply

a. The city gas main to the site N.A. N.A.

b. The gas supply system within the site N.A. N.A.

5) Telephone System

a. The telephone trunk line to the main distribution frame/panel (MDF) of the building 　 ●

b. The MDF and the extension after the frame/panel ● 　

6) Furniture and Equipment

a. Educational funiture ● ●

b. General furniture ●

b. Project equipment ●

8 To bear the following commissions to the Japanese bank for  banking services based upon the B/A 

1) ●

2) ●

9 To ensure unloading and customs clearance at port of disembarkation in recipient country

1) Marine (Air) transportation of the products from Japan to the recipient country ●

2) Tax exemption and custom clearance of the products at the port of disembarkation ●

3) Internal transportation from the port of disembarkation to the project site ●

10 To accord Japanese nationals, whose service may be required in connection with the supply 

of the products and the services under the verified contract, such facilities as may be necessary 

for their entry into  the recipient country and stay therein for the performance of their work

11 To exempt Japanese nationals from customs duties, internal taxes and other fiscal levies which

 may be imposed in the recipient country with respect to the supply of the products  

and services under the verified contracts

12 To maintain and use properly and effectively the facilities contracted 

 and equipment provided under the Grant Aid

13 To bear all the expenses, other than those to be borne by the Grant Aid, necessary for 

 the transportation and installation of the equipment

B/A: Banking Arrangement             BDA : Blanket Disbursement Authorization

●

●

Advising commission of BDA

Payment commission

●

●
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Annex 6 

土地証書 

ＩＦＭカティ敷地境界図 

カティ市ファラダ地区 

土地面積：8ha48a42ca 
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マリ共和国 

カティ市教員養成学校建設計画 

協力準備調査（概要説明） 

協議議事録 

 

 

 独立行政法人国際協力機構（以下「ＪＩＣＡ」と記す）は「カティ市教員養

成校建設計画」（以下「プロジェクト」と記す）に関する調査団を２００８年９

月にマリ共和国（以下「マリ」と記す）へ派遣し、協議やサイト調査を行い、

その後日本で技術的検討を経て、概略設計概要書を作成した。 

 

 ＪＩＣＡは概略設計概要書の内容を基礎教育・識字・母国語省（以下「教育

省」と記す）に説明、内容に関して協議を行うため、ＪＩＣＡ経済基盤開発部

参事役荒津有紀を団長とする協力準備調査団（以下「調査団」と記す）を２０

０８年１２月１４日から２００８年１２月２２日までの間派遣した。 

 

 協議の結果、双方は附属書に記述された主要事項を確認した。 

 

 バマコ ２００８年１２月１８日 

 

 

 

   

荒津 有紀 

ＪＩＣＡ協力準備調査団長 

 Abou Diarra  

教育地方分権化支援局長 

基礎教育・識字・母国語省 

マリ共和国 
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付属書 

 

１．実施機関の変更 

 本プロジェクトの実施機関については、教育省内の組織変更により企画統計

局から教育地方分権化支援局に変更されたことを調査団は確認した。 

 

２．概略設計概要書の内容 

マリ側は、調査団によって説明された概要書の内容に関して原則合意し、こ

れを受け入れた。 

 

３．日本の無償資金協力制度 

調査団は、２００８年９月５日に双方が署名した協議議事録の別添５、別添

６に記述された日本の無償資金協力の制度や仕組み、及びマリ側が行う負担事

項について再度確認し、教育省はこれを理解した。また、教育省は、調査団に

より説明された日本側の無償資金協力実施体制の変更に伴い想定される各種手

続き等の変更点について理解した。 

 

４．今後の予定 

ＪＩＣＡは本協議結果に基づいて最終報告書を完成させ、マリ側に２００８

年３月までに提出する予定である。 

 

５．秘密保持 

 双方は、設計図、機材仕様書等、本プロジェクトに関連するあらゆる資料を

プロジェクトの入札終了まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。 

また、概算事業費（別添２）について受注者が決定するまで関係者以外の第三

者に開示しないことを確認した。 

 

６．その他協議事項 

６－１ 本プロジェクトの対象施設・機材 

  調査団は、本プロジェクトの協力対象となる施設・機材内容（別添１）に

ついて説明し、教育省はこれを了解した。 

 

６－２ 概算事業費 

 調査団は、本プロジェクトの概算事業費（別添２）について説明した。また、

概算事業費は暫定的なものであり、無償資金協力の承認のため日本政府の検討

の中で変更となる可能性があることを説明し、教育省はこれを了解した。 

  

６－３ 実施工程及びマリ側負担工事 

教育省は本プロジェクトの実施工程（別添３）について了解するとともに、

マリ側負担工事についての予算措置、実施工程に基づく円滑な実施について

確実に実施する旨約束した。 
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６－４ 免税手続き 

 双方とも本プロジェクトの早期完工のため迅速な負担措置が行われること

が重要であることを確認した。教育省は、財務省令入手手続きを JICSとの契

約承認後 3 ヶ月以内になるよう促進することを約束する。 

 

６－５ 運営・維持管理費の遵守 

教育省は、プロジェクトにおける運営・維持管理経費についての予算措置

を確実に実施する旨約束した。 

 

以上 

 

別添１ 本プロジェクトの対象施設・機材リスト 

別添２ 概算事業費 

別添３ 事業実施工程案 

別添４ マリ側負担工事 
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Annex 1-1 

計画対象施設 

 

施設名 棟名　棟数 室名　室数

教室棟×４棟 教室棟：一般教室3室

実験室棟×１棟 実験室棟：実験室2室、準備室2室

図書館棟×１棟 図書館棟：読書室、書庫、コンピューター室、待合室、

診察室、静養室、便所2室

便所棟×２棟 A-1タイプ（男子用4､女子用4）×2棟

学務用施設 管理棟×１棟 管理棟：校長室、教務主任室、秘書室、資料室、教材作
成室、教員室、教材庫、学監室、会計室、教員用便所2
室

校長住居 リビングダイニング、寝室4室、台所、便所2室

教務主任住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室

学監住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室

会計住居 リビングダイニング、寝室3室、台所、便所2室

守衛住居 リビングダイニング、寝室2室、台所、便所2室

学生寮-タイプA×2棟 学生寮-タイプA：寮室4室

学生寮-タイプB×4棟 学生寮-タイプB：寮室3室、シャワー室

学生寮-タイプC×１棟 学生寮-タイプC：寮室3室

学生寮-タイプD×１棟 学生寮-タイプD：寮室3室、寮監室

多目的ホール棟×１棟 多目的ホール棟：多目的ホール（食堂、談話室、講
堂）、配膳室、食品庫、倉庫、厨房

A-2タイプ（男子用2、女子用2）×1棟

Bタイプ（男子用8、女子用8）

機械室棟×１棟 発電機室、電気室、ポンプ室、受水層

教育施設

生活施設

便所棟×３棟
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Annex 1-2 

計画対象家具・備品 

 

棟名 室名 名称　（数量）

教室棟 教室 生徒用一体型机・椅子（300）教師用鋼製机（12）、教師用椅子
（12）、フリップチャート(12)

実験室 スツール(52)

準備室 事務用机（2）椅子(2)、鋼製キャビネット(6)

読書室 スタッキングチェア（52）、椅子(1)、パイプ椅子(4)、読書室用
テーブル(8)、本棚(20)、マガジンラック(2)、図書用ワゴン(1)、木
製キャビネット(1)

書庫 本棚（10）

コンピューター室 コンピューター用机（20）、椅子(22)、作業テーブル(2)

診察室 椅子(1)、スツール(2)、ステンレスワゴン(1)、診察台(1)、鋼製
キャビネット(2)、ついたて(1)、事務用机(1)

静養室 シングルベット（3）

待合 待合ベンチ(3)

多目的ホール スタッキングチェア（100）多目的テーブル（50）

倉庫 スタッキングチェア（100）

校長室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(4)、木製キャビネット(1)

秘書室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(4)、木製キャビネット(1)

教務主任室 事務用机(1)、椅子(1) パイプ椅子(4) 木製キャビネット(1)

教材作成室 作業テーブル(2)、スツール(8)

教材庫 鋼製キャビネット(2)

教員室 教師用鋼製机（12）椅子(24) 教員室用ロッカー(2)、フリップ
チャート(1)、鋼製キャビネット(1)

学監室 事務用机(1)、椅子(1)、パイプ椅子(2)、木製キャビネット(1)

会計室 事務用机(1)、椅子(1) 、パイプ椅子(2)、スツール(1)、木製キャビ
ネット(1)

資料室 本棚(6)

寮室 2段ベッド（104）

寮監室 事務用机(1)、椅子(1)、シングルベッド(1)

実験室棟

図書館棟

学生寮

多目的ホール棟

管理棟
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Annex 1-3 

計画対象機材 

機材 機材名 数量

N1 ルーペ（小） 5

N2 ルーペ（大） 5

N3 解剖皿 5

N4 解剖セット 5

N5 人体胴体モデル 1

N6 人体骨格モデル 1

N7 脳モデル 1

N8 光学顕微鏡 5

N9 スライドガラス 1

N10 カバーガラス 1

N11 スライドガラスケース 1

N12 岩石標本 1

N13 CD教材 1

M1 アルキメデスの原理実験器 5

M2 ガラス管式圧力計 5

M3 連通管 5

M4 排気鐘 5

M5 密度比重計 5

M6 熱膨張実験器 5

M7 上皿てんびん 5

M8 分銅セット 5

M9 おもりセット（フック付） 5

M10 ばねはかり（５N） 5

M11 ばねはかり（10N） 5

M12 滑車演示セット 1

M14 熱伝導比較装置 1

M16 デモンストレーション用温度計 5

M17 棒温度計 5

M18 静電気実験セット 5

M19 方位磁石セット 5

M20 すべり抵抗器 5

M21 遠心分離器 5

M23 オシロスコープ 5

M24 デジタル圧力計 5

M25 電流電圧計 5

M26 電気回路実習盤 5

M27 音波実験用発振・増幅器 5

M28 分子模型 5

M29 元素周期表 1

M30 PHメーター 5

(1) 自然科学用実験機材 

(2) 物理化学用実験機材
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G1 容量測定器具 7

G2 地球儀 7

G3 壁掛け式地図（マリ） 1

G4 壁掛け式地図（アフリカ） 1

G5 壁掛け式地図（世界地図） 1

G6 理科用掛図 1

G7 水平儀 7

G8 方位磁石 7

G9 温度計 7

G10 測量チェーン 7

G11 上皿てんびん 7

G12 分銅セット 7

C1 学務用パーソナルコンピューターセット 5

C2 電圧安定器（小） 5

C3 プリンター 5

C4 LAN用接続機材 1

C11 研修・自習用パーソナルコンピューターセット 20

C12 図書室用パーソナルコンピューターセット 1

C13 LAN用サーバーおよび接続機材 1

C14 電圧安定器（小） 1

C15 電圧安定器（大） 1

C16 プリンター 2

C17 スキャナー 1

AV1 ビデオプロジェクター機材一式 3

P1 モノクロコピー機 2

P2 モノクロコピー機（教材作成室用） 1

P3 多孔型製本機 2

コンピューター機材

視聴覚教材

印刷・教材作成機材

基礎教材
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Annex 2 概算事業費 

 

本事業を日本の無償資金協力で実施する場合に必要となる概算事業費は、約 7.334 億円

となり、先に述べた日本とマリ国との負担区分に基づく双方の負担費用の経費内訳は、次

のとおり見積もられる。尚、下記の概算事業費は、交換公文上の供与限度額を示すもので

はない。 

 

（１） 日本国側負担経費 

  

日本国側負担経費 施工床面積 4,540.32 ㎡ 

総事業費 733.4 百万円 

項目 概算事業費 （百万円） 

施設     397.0 

外構 45.0 

家具・備品 21.0 

機材 25.0 

調達代理機関 114.5 

設計・施工監理 114.5 

弁護士・調達アドバイザー 16.4 

合計 733.4 

 

（２）マリ国側負担経費 

マリ国側負担経費 

項目 現地通貨（千Fcfa) 円（千円）

バスケットコート一式整備工事 20,692 \5,182

サッカーグラウンド用地整地工事 28,380 \7,108

外周壁及び住居境壁工事 119,984 \30,050

門衛所　2棟整備工事 7,884 \1,975

既存建物撤去工事 1,636 \410

整地 2,673 \669

自家発電機工事一式 14,577 \3,651

合計 195,826 \49,045  

 

為替交換レート：１CFA フラン＝0.25045 円 

１US＄＝107.12 円 

１EURO＝164.29 円 

 

 

56



 
 
事

　
業

　
実

　
施

　
工
　
程
　
案

案
件
名
称
：
マ
リ
国
　
カ
テ
ィ
市
教
員
養
成
学
校
建
設
計
画
 
事
業
化
調
査

別
添

３

月

閣
議

E
/
N
,
G
/
A

調
達
代
理
契
約

外
部
委
託
契
約

コ
ミ
ッ
テ
ィ
会
議

入
札
業
務

事
務

所
開

設
工
事
管
理
業
務

事
務
所
閉
鎖
・
精
算

免
税
手
続
き

契
約
認
証
免
税
財
務
省
令
発
行
手
続

免
税
手
続

契
約
登
録

免
税
手
続

準
備
工
事

検
査

免
税
手
続

準
備
工
事

検
査

免
税
手
続
き
（
詳
細
）

工
事
建
設
工
事
（
第
１
，
２
ロ
ッ
ト
）

工
事
建
設
工
事
（
第
３
ロ
ッ
ト
）

契
約
・
施
主
承
認

施
工
監
理

事 業 実 施 工 程

調 達

入
札
図
書
作
成

新
聞
公
示

調 達

調
達
代
理
機
関

入
札
図
書
配
布
・
入
札
(
　
)

交
渉
・
評
価
・

2
8

2
9

3
0

契 約

交
換
公
文
調
印
（
E
/
N
)

調
達
代
理
契
約

2
4

2
5

2
6

2
7

2
0

2
1

2
2

2
3

1
6

1
7

1
8

1
9

1
2

1
3

1
4

1
5

8
9

1
0

1
1

８
９

１
０

1
2

3
4

5
6

7

４
５

６
７

１
２

１
２

３
８

９
１

０
１

１
４

５
６

７
１

２
１

２
３

2
0
1
0
年

平
成
2
2
年

2
0
1
1
年

平
成
2
3
年

４
５

６

2
0
0
9
年

平
成
2
1
年

７
８

９
１

０
１

１
項
　
　
　
　
　
目

年

２
３

免 税 に 係 る 財 務 省 令 発 行 申 請

基 礎 教 育 ・ 識 字 ・ 母 国 語 省 総 務 財 務 局 長

基 礎 教 育 ・ 識 字 ・ 母 国 省 大 臣

財 務 省 大 臣

財 務 省 税 務 局

財 務 賞 大 臣 サ イ ン

免 税 に 係 る 財 務 省 令 発 行

総 務 庁

決
裁

免 税 申 請

基 礎 教 育 ・ 識 字 ・ 母 国 語 省 C P S 長

財 務 省 税 務 局

税 関
免 税 申 請 受 諾

無 税 通 関 申 請

税 関
無 税 通 関 申 請 受 諾

資 機 材 購 入 ・ 搬 入

基 礎 教 育 ・ 識 字 ・ 母 国 語 省 C P S 長

決
裁

57



Annex 4 

マリ側負担工事 

日本側工事着工までに完了する必要があるマリ側負担工事 

・ 既存建物撤去工事 

・ 整地 

カティ市教員養成学校開校までに完了する必要があるマリ国側負担工事 

・ インフラストラクチャーの引き込み及びつなぎ込み工事 

・ 外周塀及び住居境塀工事 

・ 敷地内通路整備工事 

・ バスケットコート整備工事 

・ サッカーグラウンド整備工事 

・ 門衛所整備工事 

・ 自家発電機工事 
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５．事業事前計画表（事業化調査時） 

１．案件名 

マリ共和国 カティ市教員養成学校建設計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

マリ共和国（以下、「マリ国」という）では、教育を重要な開発分野として位置付け、教

育セクターの最上位計画として「教育開発 10ヵ年プログラム（PRODEC:2001-2010）」及

び「教育部門投資計画(PISE)」を策定し、教育へのアクセス向上、基礎教育における男女

格差の是正と並行して教員の採用や能力向上などの取り組みを行っている。 

現在、マリ国基礎教育の就学率は上昇傾向にあるが、高い留年率など教育の質が問題と

なっている。その背景として、有資格教員（短期訓練を受けた者を除く）の不足が挙げら

れる。マリ国では、1990年代に教員養成学校（IFM: Institut de Formation des Maitres）

が閉鎖・縮小されたため、需要に見合った数の教員を養成することが困難である時期が続

いた。従って、有資格教員比率は約 39%(2005 年度)と非常に低い値を示している。このよ

うな状況のもと、PRODECでは教員養成学校を増設し、毎年 2,450 名の新規教員を輩出す

ることを目標として定めているが、新規で養成されている有資格教員は年間 1,376 名と

PRODEC の目標を満たしておらず、今後さらなる教員養成学校の拡充が必要不可欠であ

る。特に本計画対象校の属するカティ学区は既存の教員養成学校が無く、これまで他地域

にて養成された教員を受け入れてきたが、他地域と比しても生徒数の増加率が高く(年間 3

～5％)、新規教員養成学校の必要性が高い地域である。 

このような状況を受け、マリ国政府は 2003年 6月、カティ市教員養成学校建設に係る無

償資金協力を我が国に対し要請、我が国は予備調査及び基本設計調査を実施し、2007 年 8

月に交換公文（E/N 金額：5.93億円）が締結された。その後、2008年 1月に第一回目の入

札が実施されたが入札額が予定額を上回り、2008年 3月に再入札を予定したが、入札参加

予定業者が辞退したため、再入札は行われなかった。しかしながら、本計画に対する先方

実施機関の要望が高く、また予定建設物が平屋建ての簡易な構造にあることからコミュニ

ティ開発支援無償による実施に向けて事業化調査が実施された。 

同要請校は、クリコロ州に所在するカティ教員アカデミー（カティ AE：Académié 

d’Enseignemént）傘下の組織として位置付けられており、同州ならびに周辺地域の教員養

成を目的とするものである。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

プロジェクトの終了時には以下のような直接的な便益が期待される。 

 ①カティ学区においてマリ国教員養成カリキュラムの実施に必要な施設・設備と機材

が備わった養成学校が整備される。 

 ②上記養成学校にて、1 学年につき 200 人を受け入れる要請施設が整備される。 

プロジェクト全体計画の直接裨益対象としては、本計画対象施設の生徒 800 人（1 学年

200 人×4 学年）/年が想定される。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 本計画対象校において、施設及び機材が整備される。 

2) 協力対象校の運営体制が確立する。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 本計画対象校の施設・機材が整備される。 
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2) 本計画対象校運営のための教職員・運営維持管理要員を配備する。 

3) 本計画対象校運営のための必要予算を確保する。 

4) マリ国教員養成カリキュラムに対応した教員養成を行う。 

(4) 投入（インプット） 

ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 7.23億円 

イ マリ国側 

(ｱ) 協力対象校の教職員の配置 

(ｲ) 協力対象校の運営・維持管理経費 

(ｳ) 協力対象校の運営・維持管理体制の確立 

(5) 実施体制 

主管官庁：基礎教育・識字・母国語省 

実施機関：同省教育地方分権化支援局 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

マリ国クリコロ州カティ市 

(2) 概要 

1) 施設の建設（教室棟、実験室棟、図書館棟、管理棟、多目的ホール棟、学生寮、便

所棟、職員住居棟など） 

2) 家具・備品（事務用机・椅子、本棚など）、機材（基礎教材、実験機材、コンピュー

ター機材、視聴覚機材、印刷・教材作成機材）の調達 

(3)相手国側負担事項 

1) 計画敷地内の既存建物の撤去、必要な造成及び整地 

2) 門扉、塀、造園、その他付属的な外構工事など 

(4) 概略事業費 

概略事業費 約 7.73億円（無償資金協力 7.23億円、マリ国側負担 0.50億円） 

(5) 工期 

調達代理契約から約 32 ヶ月間  

(6) 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

男女の比率の変化に対応できるよう学生寮を整備する。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

(1) マリ国政府の財政状況が急激に変化しない 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 実施前（2008年） 実施後（2012年） 

カティ市教員養成学校に収容でき

る新入生数 
0 人 200 人 

(2) その他の成果指標 

特になし 

(3) 評価タイミング 

2012年以降（施設機材整備後） 
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６．参考資料/入手資料リスト 

 

No. 名称 形態
オリジナ

ル・コピー
発行機関 発行年

1 AGETIPE概要 資料 コピー AGETIPE 不明

2 契約書（AGETIPEと政府との業務内容文書） 資料 コピー AGETIPE 1992

3 ガオ教員養成学校入札図書（Education 3 Project） 資料 コピー AGETIPE 不明

4 AGETIPE入札関連図書 資料 コピー AGETIPE 2000

5 建築家協会所属建築家リスト 資料 オリジナル 建築家協会 2008

6 エンジニアリング事務所登録リスト 資料 コピー 協会 2007

7 バマコ州　学校建設入札図書 資料 コピー バマコ州 2008

8 ナラ、シカソ、トミニアン、コロ教員養成学校契約書（案） 資料 コピー AGETIER 2003

9 アゲルホック教員養成学校入札図書 資料 コピー AGETIER 2006

10 家具契約書（イスラム学校） 資料 コピー バマコ州 2006

11 トミニアン教員養成学校　入札・契約図書 資料 コピー AGETIER 2003

12 トミニアン教員養成学校　施工図 資料 コピー AGETIER 2003

13
教育地方分権化支援局の組織および運営方法を定める省
令

資料 コピー
基礎教育・識
字・母国語省

2008

14 教育地方分権化支援局の創設にかかるデクレ 資料 コピー 首相府 2008
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７．その他 

 

（１） JICA セネガル事務所より外務・国際協力省へ発出した免税関連レター 
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日本国際協力機構 

No.1750＿/JICA 

於 ダカール 2008 年 12 月 26 日 

 

件名: カティ市教員養成学校（IFM）建設計画に係る関税、その他諸税免除了承の確認 

参考: 2008 年 12 月 18 日付事前調査協議議事録 

 

局長 殿 

 

日本国際協力機構（JICA）を代表し、私、セネガル事務所所長が謹んで貴殿へご挨拶申

し上げるとともに、また 2008 年 12 月 14 日〜22 日の上記計画調査団のマリ滞在中の貴受

入に感謝申し上げます。 

しかしながら、本件手続きの確保と迅速化のため、貴局の尽力を戴きたくお願い申し上

げます。 

協議議事録の 6-4 項では、次の様に記載されております:「双方は、期日内に施工を完了

させるためには、関税及び諸税の免除手続きが遅滞なく進められることが重要であること

を強調した。MEBALN は JICS との契約承認後三ヶ月以内に免税に係る省令を得るよう手続

きを促すことを確約した。」 

上記を鑑みて、JICA としまして、マリ当局が本件免税措置の実施に全く異議が無く、関

係手続きが進められた旨を国際協力局にてご確認戴ければと存じます。 

カティ市教員養成学校建設計画は、交換公文後すぐに開始されること、また過去に承認

に長期を要した我々の経験から、遅滞防止のためにも署名段階で免税に係る省令の発布が

有効であることを再度お伝えします。 

 

敬具 

外務省 

国際協力局局長 

バマコ マリ 

 日本国際協力機構 

セネガル事務所所長 

伊禮英全 

副本: 

教育地方分権/分散支援室 

在マリ日本大使館 
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（２） 外務・国際協力省からの返信レター 
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外務・国際協力省 

--------------- 

国際協力局 

--------------- 

 マリ共和国 

国民-目標-信念 

-------------- 

 

 

於 クウルバ、2009年 1月 16 日 

国際協力局長 

ダカール JICA 事務所所長 

 

 

No.00051 MAECI/DCI/DCB/TK 

 

件名: カティ市教員養成学校（IFM）建設計画に係る関税、その他諸税免除了承の確認 

 

所長 殿 

 

上記計画に関し、2008 年 12 月 26 日付貴殿の書簡 No.1750/JICA を受領しましたこ

とをお知らせします。 

 

またマリ当局は、本件免税に係る事前措置の実施に対し全く異議はなく、関係手続

きが進められていることを、確言させて戴きます。 

 

敬具 

 

副局長 

Mamourou TOURE 
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